様式－１
執行所属発番○○第          号
○○年○○月○○日
   調　査　対　象　業　者  　 殿
                                                                                                                         契約担当者（知事、所長名）
入札価格についての調査について
    ○○月○○日に執行した以下の業務の入札において、貴社の入札価格は、低入札調査基準価格を下回る価格ですので、低入札価格調査実施要領第８の規定により、低入札価格調査提出資料をつぎのとおり提出してください。

　　なお、提出期限までに提出しない者は、失格とします。
　　　　　　　　　　　　　　　　　

  １．調査対象業務名

　　　　　業務番号、業務委託名を記入

　２．調査提出資料

　　　　　別紙「低入札価格調査提出資料一覧」のとおり

　　

　３．提出期限

　　　　　○○年○○月○○日（○）

　４．提出先

　　　　　（業務の監督、監理を行う機関名を記入する。）
様式－２
      契約担当者（知事、所長名）    殿
低入札価格調査制度に関する調査回答について
                                             令和　　年　　月　　日
                                             ○○建設株式会社
                                             代表取締役  ○○  ○○　  印
    以下の業務の入札に関し、山梨県が定める「低入札価格調査実施要領」に従い、資料を提出します。
    なお、提出内容については、虚偽の内容がないこと、また後日虚偽が明らかになった場合には、いかなる措置に対しても不服を申し立てないことを誓います。
      １．業務番号 
      ２．業務委託名
      ３．業務場所
      ４．調査提出資料

　　　　　　　別紙「低入札価格調査提出資料」のとおり
      ５．担当者の氏名、連絡先
（　様式－１・様式－２用：別紙「低入札価格調査提出資料」）
低入札価格調査　調査資料一覧
	様式番号
	名　　　称
	提出資料

	提出様式－１
	当該価格で入札した理由
	

	提出様式－２の１
	入札価格の内訳書
	

	提出様式－２の２
	内訳書に対する明細書
	

	提出様式－３の１
	履行体制
（当該価格入札で想定した当該業務の履行体制）
	

	提出様式－３の２
	再委託予定業者等一覧表
	

	提出様式－３の３
	履行体制
（建築関係の建設コンサルタント業務を含む場合）
	

	提出様式－４
	手持ち業務の状況
	

	提出様式－５
	配置予定技術者
	

	提出様式－６
	手持ち機器等の状況
（測量業務及び地質調査業務を含む場合）
	

	提出様式－７
	機器リース元一覧
（測量業務及び地質調査業務を含む場合）
	

	提出様式－８
	第三者による照査等を実施する者
	

	提出様式－９
	第三者による照査等を行う者の確約書
	

	様式の指定なし
	契約に示された内容に適合した履行をする旨の確約書
	

	様式の指定なし
	その他必要な事項
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


＊「提出資料」の欄には、提出した資料について○印を記すこと。
様式－３　
執行所属発番○○第　　　　号
令和　　年　　月　　日
     低入札価格審査委員会 　 殿
                                                 発注機関の長（知事、所長名）
低入札価格調査結果について
    低入札価格調査実施要領に基づき、以下の業務について、調査を実施した結果、別紙低入札価格調査表のとおり、契約の内容に適合した業務が確実に履行されると認められるため、この業者を落札者と決定し契約を締結してよろしいか貴職の意見を求めます。
      １．  調査結果：入札価格を適当と認め、落札者として決定する。
      ２．  対象業務の概要及び調査結果：
                  別紙「低入札価格調査表」のとおり
様式－４　　
執行所属発番○○第　　　号
令和　　年　　月　　日
   低入札価格審査委員会 　 殿
                                              　　　  発注機関の長（知事、所長）
低入札価格調査結果について
    低入札価格調査実施要領に基づき、以下の業務について、調査を実施した結果、別紙低入札価格調査表のとおり、契約の内容に適合した履行がされない恐れがあると認められるため、この業者を落札者として決定しないことについて貴職の意見を求めます。
      １  調査結果：入札価格を不適当と認め、落札者として決定しない。
      ２  対象業務の概要及び調査結果：
                  別紙「低入札価格調査表」のとおり
（　様式－３・様式－４用：別紙「低入札価格調査表」）

低　入　札　価　格　調　査　表

所管課（所）長名　　　　　　　　　　　

１　概　要

	業　務　委　託　名
	（業務番号も記入のこと）

	業務場所
	

	入札日
	

	調査対象者（所在地、

商号又は名称）　　
	

	予　定　価　格
	　　　　　　　　　　　　　　　円

	調 査 基 準 価 格 
	　　　　　　　　　　　　　　　円

	入　札　価　格
	　　　　　　　　　　　　　　　円


２　調査項目の確認内容及び結果

	調査項目
	内　　　容

	①当該価格で入札した理由

（提出様式－１）
	

	②積算内訳

・業務費内訳書

（提出様式－２の１）

・内訳書に対する明細書

（提出様式－２の２）


	


	③当該業務の履行体制

・履行体制
（提出様式－３の１）

・再委託予定業者等一覧

（提出様式－３の２）
	

	④手持ち業務の状　況

（提出様式－４）


	

	⑤配置予定技術者

（提出様式－５）
	

	⑦手持ち機器等の状況、

（提出様式－６、７）
	

	⑧契約履行確約書

（提出様式－　）


	

	⑨第三者照査実施者

（提出様式－８）


	

	⑩第三者照査確約書

（提出様式－９）


	

	⑪その他
	

	①から⑪までの事情聴取した結果についての調査検討
	

	【所　見】


	


様式－５
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　技 管　第○ ○ ○ ○号
令和　　年　　月　　日
  発注機関の長（知事、所長名）　 殿
                                         　　       低入札価格審査委員会
低入札価格調査実施要領に基づく意見照会について（回答）
     令和○○年○○月○○日付け○○第○○○○号で意見照会のあったこのことについては、つぎのとおり回答します。
         １．低入札価格審査委員会の意見を記す。
様式－６
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
執行所属発番○○第　　　　号
令和　　年　　月　　日
  調　査　対　象　業　者 　 殿
                 　　　　                               発注機関の長（知事、所長）
低入札価格調査実施要領に基づく調査結果について
①【落札者として決定する場合の通知内容】

    低入札価格調査実施要領に基づき、貴社から提出された資料及び事情聴取をした結果、該当する入札価格によって、契約の内容に適合した履行がなされると認め、落札者とすることに決定しましたので通知します。
     １  該当する業務委託名
②【落札者として決定しない場合の通知内容】
    低入札価格調査実施要領に基づき、貴社から提出された資料及び事情聴取をした結果、該当する入札価格では、契約の内容に適合した履行がなされない恐れがあると認め、落札者としないことに決定しましたので通知します。
     １  該当する業務委託名
     ２  契約の内容に適合した履行がされない恐れがあると認められた理由

様式－７
執行所属発番○○第　　　号
令和    年    月    日
    会計管理者
    監査委員事務局長  殿
                                                    発注機関の長（知事、所長）
低入札価格調査実施要領に基づく調査結果について（報告）
    低入札価格調査実施要領に基づき，該当する業務について調査を実施したので、その結果を以下のとおり報告します。
       １． 調査結果：次順位者を落札者とする。
       ２． 調査結果は様式－４及び低入札価格調査表のとおり
       ３． その他報告すべき事項
提 出 様 式 集

（提出様式－１）
	当該価格で入札した理由
業務名：○○○○○業務
　　　　　　　　　　　　　　会社名：株式会社○○○○○

	


（記載要領）

　・　当該価格で入札した理由を、労務費、手持ち業務の状況、手持ち機器等の状況、過去において受注・履行した同種又は類似の業務、再委託予定会社等の協力等の面から、入札した価格で履行可能である具体的な理由を記載する。
直接人件費、直接測量費、直接経費、特別経費、測量調査費、その他原価、技術料等経費又は一般管理費等の各費目のうち関係のある各費目別に、自社が入札した価格で契約の履行が可能な理由を具体的に記載するとともに、理由ごとに、その根拠となるべき以下の様式の番号を付記する（以下の様式によっては自社が入札した価格で契約の履行が可能な理由が計数的に証明されない場合は、本様式又は添付書類において計数的説明を行うものとする。）。
なお、当該価格で入札した結果、契約の内容に適合した履行を行うことは当然である。
（提出様式－２の１）
入　札　価　格　内　訳　書

会社名：株式会社○○○○○
	業務委託名
	

	業務区分・工種・種別
	数　量
	単位
	単価（円）
	金額（円）
	備　考

（再委託予定金額）

	**設計業務**
	
	
	
	
	

	共通
	１
	式
	
	
	

	　共通
	１
	式
	
	
	

	　　打合せ等
	１
	式
	
	
	

	道路設計
	１
	式
	
	
	

	　道路設計
	１
	式
	
	
	

	　　道路詳細設計
	１
	式
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	直接人件費＋電子計算機使用料
	
	
	
	
	

	旅費交通費費
	
	
	
	
	

	電子成果品作成費
	
	
	
	
	

	直接経費
	
	
	
	
	

	直接原価
	
	
	
	
	

	その他原課
	
	
	
	
	

	業務原価
	
	
	
	
	

	　一般管理費等
	
	
	
	
	

	業務価格
	
	
	
	
	


（記載要領）

　　・見積り等、積算根拠を示すものがあれば添付する。

　　・数量総括表に対する内訳書にすること。
（提出様式－２の２）
 内訳書に対する明細書

業務委託名：○○○○○業務委託
　　　　　　　　　　　　　　会社名：株式会社○○○○○
	業務区分・工種・

種別・細別
	規格
	単位
	数　量
	単　価

（円）
	金　額
（円）
	備　考

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


（記載要領）

　　・「提出様式－２の１」に対する明細を記入する。さらにその明細が必要な場合は、本様式を使用しその詳細が明確になるようにする。

	（提出様式－３の１）
当該業務の履行体制
業務委託名　：　○○○○○業務委託
　　　　　　　　　　会社名　：　株式会社○○○○○

	（１）履行体系図

[image: image1]


	（提出様式－３の２）
再委託予定業者等一覧
業務委託名　：　○○○○○業務委託　　　　　　　　　　
　　会社名　：　株式会社○○○○○
再委託者
再委託に係る
業務の内容
再委託の
予定金額
再委託を行う理由
備考

再委託の合計予定金額
　　（記載要領）
・再委託の予定価格の根拠となる見積等（写し）を必ず添付すること。ただし、提出様式－２に再委託の見積等を添付した場合は、備考欄に「見積書は提出様式－２に添付」と記載すれば添付を省略できる。
・添付資料が複数になる場合は、資料番号を付加し、備考欄に資料番号を明示すること。
（提出様式－３の３）
当該業務の履行体制
協力技術者に関する実施体制（建築関係の建設コンサルタント業務に限る）

建築構造関係

業者（事業所）名

名称

住所

電話番号

技術者

の区分

氏　名

資　格

取得年月日

免許番号

交付番号

備考

資格を証明する書面の写しを添付する。

建築設備関係

業者（事業所）名

名称

住所

電話番号

技術者

の区分

氏　名

資　格

取得年月日

免許番号

交付番号

備考

資格を証明する書面の写しを添付する。



	（提出様式－４）
手持ち業務の状況
業務名　：　○○○○○業務
会社名　：　株式会社○○○○○
（　　　　技術者）（氏名：　　　　）

	業　務　名
	発 注 機 関
	履行期間
	契約金額
	備　　考

	
	
	
	
	


（記載要領）

　　・配置を予定する技術者ごとに、手持ちの建設関連業務委託等すべてについて記載するものとする。ただし、照査技術者については記入不要とする。
　　・業務をテクリス登録している場合は、登録番号を備考欄に記載する。

	（提出様式－５）
	

	配置予定技術者

	業務名　：　○○○○○業務

	
	会社名　：　株式会社○○○○○建設

	技術者の
区分
	氏名
	資　格
	取得年月日
	免許番号
交付番号
	備  考

	
	
	　
　
	　
　
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（記載要領）

１　配置を予定する技術者について記載するものとする。なお、競争参加資格として必要な資格については少なくとも記載すること。
２ 「技術者の区分」の名称は、契約対象業務の業種区分に応じて適宜設定すること。

３　測量業務については、配置を予定する技術者のうち、現場作業における技術上の責任者として現場責任者を定め、「備考」の欄に「現場責任者」と明記すること。

添付書類

１ 本様式に記載した技術者が自社社員であることを証明する健康保険証等の写しを添付する。

２ 記載した資格を証明する書面の写しを添付する。
	（提出様式－６）

手持ち機器等の状況

業務名　：　○○○○○業務
会社名　：　株式会社○○○○○

	工種・種別
	機器名称
（規格・型式・能力・年式）
	数量
	単位
	ﾒｰｶｰ名
	専属的使用
予定日数
	備考

	　
	
	
	
	　
	　
	　
　

	　
	
	
	
	　
	　
	　
　

	　
	
	
	
	　
	　
	　
　

	　
	
	
	
	　
	　
	　
　

	　
	
	
	
	　
	　
	　
　

	　
	
	
	
	　
	　
	　
　

	　
	
	
	
	　
	　
	　
　

	　
	
	
	
	　
	　
	　
　

	　
	
	
	
	　
	　
	　
　

	　
	
	
	
	　
	　
	　
　

	　
	
	
	
	　
	　
	　
　

	　
	
	
	
	　
	　
	　
　

	　
	
	
	
	　
	　
	　
　

	　
	
	
	
	　
	　
	　
　

	　
	
	
	
	　
	　
	　
　


（記載要領）
	　・本様式は、測量業務又は地質調査業務が契約対象業務に含まれる場合、入札者が使用する予定の手持ち機器について記載する。
　・備考欄には手持ち機器等の校正有効期間があれば記載する。


	（提出様式－７）

機器リース元一覧

業務名　：　○○○○○業務
会社名　：　株式会社○○○○○建設

	工種・種別
	機器名称
	規格・型式・

能力・年式
	単位
	数量
	ﾒｰｶｰ名
	単価
	リース元名

	
	
	
	
	
	
	
	業者名
	所在地
	入札者との

関係

（取引年数）

	　
	　
	　
	
	
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	
	
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	
	
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	
	
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　
	　
	　
	
	
	　
	　
	　
	　
	　


（記載要領）
１．本様式は、測量業務又は地質調査業務が契約対象業務に含まれる場合、入札者が直接機器のリースを受けようとする予定業者について作成する。
２．「単価」の欄には、機器リース予定業者からリースを受ける際の支払予定の金額で、当該業者の取引実績（過去１年以内のものに限る。）のある単価以上の金額等合理的かつ現実的なものを記載する。過去1年以内に取引実績が無い場合は直近のものとする。
３．「リース元名」の「入札者との関係」欄には、入札者と機械リース予定業者との関係を記載する。
（例）協力会社、同族会社、資本提携会社等　また、取引年数を括弧書きで記載する。
（提出様式－８）
第三者による照査等を実施する者

	①　商号または名称及び所在地
	商号または名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所　　在　　地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	②　山梨県入札参加（コンサルタント）有資格者名簿の登載状況等
	ア　登録番号　　　　　　　

イ　申請業種　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ウ　技術職員数

	③　指名停止及び業務成績について
	ア　指名停止の有無　　　　　　　　有・無　　　　　　　　　　　　　　　　　
イ　業務成績55点未満の有無 　　有・無　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	④　調査対象者と第三者の資本、人事面の関係
	ア　資本の関係　　　　　　　　　有・無

イ　人事面の関係　　　　　　　　有・無

	⑤　過去の同種業務の受注及び履行の実績

（完了日が入札が執行された日の属する年度又は過去５年以内の業務に限る）
	ア　委託業務名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

イ　履行期間　　　　年　月　日～　年　月　日

ウ　発注者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

エ　ウの連絡先　　TEL等　　　　　　　　　　　　　　

オ　テクリス登録番号　　　　　　　　　　　　　　　　

	⑥　第三者による照査等の担当者
	ア　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

イ　必要な資格等　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ウ　第三者との関係　役員・従業員・その他（　　　　　　）

	⑦　自社請負業務以外で第三者としての照査等の実績（入札が試行された日から起算して過去１年間）
	ア　実績の有無　　　　　　　　　　有・無

イ　委託業務名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ウ　受託者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

エ　発注者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

オ　ウの連絡先　　TEL等　　　　　　　　　　　　　　

	⑧　低入札調査基準価格以下で落札し、第三者による照査等を依頼した実績（入札が試行された日から起算して過去１年間）
	ア　実績の有無　　　　　　　　　　有・無

イ　委託業務名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ウ　照査等実施業者　　　　　　　　　　　　　　　　　

エ　発注者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

オ　ウの連絡先　　TEL等　　　　　　　　　　　　　　

カ　テクリス登録番号　　　　　　　　　　　　　　　　


②については、山梨県公共事業情報公開サービスに登録されている内容を記入すること。
③の指名停止については、公告の日から第三者照査等の業務請負契約日までの期間に「山梨県建設工事請負契約に係る指名停止等措置要領」に基づく指名停止を受けている日が含まれる場合は「有」とする。また、業務成績については、公告の日の１月前の日から第三者照査等の業務を請負する日までの期間に山梨県発注業務において５５点未満の業務成績評定通知を受けていれば「有」とする。
⑥については、資格を証明する書面の写しを添付する。また、業務内容に応じて複数照査担当者を設定する場合は、全ての担当者に対して記載し、資格を証明する書面の写し等を添付する。
⑦、⑧については、対象業務委託すべてを記載する。業務数が多い場合は別紙に記載可能。

（様式－９）　（第三者による照査等を実施する者の確約書）

確　約　書

　年　月　日

発注機関の長　様

住所　　　　　　　　　　　　　　　　

商号又は名称　　　　　　　　　　　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　印

当社（私）は、○○○が入札の申し込みをした下記業務委託について、○○○が契約した場合、低入札価格調査制度要領第15条に規定する第三者による照査等を受託しますが、当社（私）が照査等を実施した後、納品した成果品について、契約約款第４０条に規定するかしがあるときは、山梨県工事請負契約等に係る指名停止等措置要綱に基づき入札参加資格停止等の措置を受けることに異存がありません。

記

1． 対象業務委託名

2． 入札の申し込みをした業者名

3． 第三者照査等を実施する担当者

　　　

氏　名

資　格

低入札価格調査　事務処理フロー

　　　　　　　　　　　                 （調査対象）一般競争入札（ＷＴＯ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  一般競争入札（総合評価落札方式）















　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ａ）又は（Ｂ）へ
　　　　　　　　　　　　








（参考資料）
契約しない場合の判断基準

	項
目
	内　　　　　　　　　　　　容

	(1)
	発注機関が指定した期日までに調査資料が提出されない場合
	ア 調査資料が、発注機関が指定した日時までに提出されない場合。なお、提出期限は通知した翌日から起算して土日を含む３日目の午後５時とし、祝日、年末年始等の休日は含まない。提出方法は持参か郵送（期限までの必着）とする。
イ 前記資料については、提出期限後の差し替え及び再提出は認めない。ただし、発注機関が必要な添付書類を提出するよう指示をした場合は、この限りでない。

	(2)
	業務費内訳書の業務価格と入札価格が一致していない場合
	ア
業務費内訳書の業務価格と入札価格が一致していない場合 イ
業務費内訳書と内訳明細書が一致していない場合
ただし、単に記入間違いであることが明らかな場合、また

は、軽微な間違いの場合で入札価格に影響がない場合を除く。

	(3)
	再委託先からの見積書等の金額が入札価格積算内訳書の再委託予定金額と一致していない場合
	ア
再委託先からの見積書等の金額が入札価格積算内訳書の再委託予定金額と一致していない場合
イ
再委託先からの見積書等、再委託に係る費用の根拠となる資料が確認できない場合
ウ
再委託先からの見積書等により再委託の内容が確認できない場合

	(4)
	設計図書に計上した設計数量を満足していない場合
	ア
設計図書に計上した設計数量が、入札価格に反映されていない場合

	(5)
	第 15 条第３項第９号に規定する第三者による照査等を実施する者の確約書が提出されない場合
	ア
第 15 条第３項第９号に規定する第三者による照査等を実施する者の確約書が提出されない場合
イ
確約書を提出した第三者による照査等を実施する者が第 15 条第３項に規定する要件を満たしていない場合

ただし、第  15 条第３項に規定する要件を満たしていない指摘に対し、速やかに別の要件を満たす第三者の確約書を提出した場合を除く

	(6)
	上記の他、適正な業務委託の履行がなされないおそれがあると認められる場合
	


○○技術者


氏名





・担当する役割の内容











担当者


氏名








・担当する役割の内容








再委託の相手方①





再委託に係る業務の内容、再委託の予定金額、


再委託を行う理由





再委託の相手方②





再委託に係る業務の内容、再委託の予定金額、


再委託を行う理由





○○技術者


氏名





・担当する役割の内容











○○技術者


氏名








・担当する役割の内容











担当者


氏名








・担当する役割の内容








○○技術者


氏名








・担当する役割の内容











担当者


氏名








・担当する役割の内容








入　　札





低入札調査基準価格未満





低入札調査基準価格以上








最低価格入札者（最高


評価値者）の決定　・





失格者を除く最低価格入札者（最高評価値者）が低入札調査基準価格以上





失格者を除く最低価格入札者（最高評価値者）が低入札調査基準価格未満





調査結果のとりまとめ





低入札価格調査








「低入札価格審査委員会」


で判定





次順位者を


調査





履行可能





履行不可能





（Ｂ）


次順位者が低入札調査基準価格未満





（Ａ）


次順位者が低入札調査基準価格以上





・次順位者に調査を行う旨を連絡





落　　札　　決　　定





落　　札　　決　　定





・最低価格入札者に落札者としない旨を通知


・次順位者に対して落札決定通知


・他入札参加者に対して落札者の決定を通知


会計管理・監査委員事務局長へ報告





・落札者に対して落札決定通知


・他の入札参加者に対して落札者の決定を通知
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